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○業界独⾃の⾃転⾞安全基準と安全
マーク認証制度（ＢＡＡ、ＳＢＡＡ）
の策定

○安全点検の全国普及
○品質確保のための試験調査の実施
○製品安全検査、品質確認試験の実施
○⾃転⾞技⼠試験の実施
○規格の標準化、国際標準化（ＩＳＯ）の推進

⾃転⾞の安全・安⼼の確⽴

○交通安全の推進
・交通安全教室の開催。

○情報誌による広報
・関係団体の情報誌で⾃転⾞の乗り⽅
のルールなどを掲載。

交通ルール周知・マナーの改善

○地域振興イベントの開催
・各地でレースやサイクリング
イベントを開催。
例：ツアー・オブ・ジャパン

ツール・ド・北海道
ツール・ド・おきなわ

○震災復興⽀援
・被災地を⾃転⾞で⾛って
応援するイベント

「サイクルエイドジャパン」
を開催。

⾃転⾞を活⽤した地域振興
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①自転車振興策（関係団体を通じた各種施策）

○普及啓発イベント等の開催
・CO2排出削減や健康増進などの⾃転⾞の魅⼒発信の
ため、各種シンポジウムや乗⾞イベント等を開催。

○⾃転⾞⽉間の開催（毎年５⽉）
・毎年５⽉５⽇を「⾃転⾞の⽇」として各種⾃転⾞イベ
ント(おもしろ⾃転⾞試乗会、⾃転⾞トークショー等)
を開催し、⾃転⾞に触れる機会を提供。

○⾃転⾞普及のための調査研究等の実施
・公共交通⼿段としての利⽤促進のため、⾃転⾞シェア
リングやレンタサイクルに関する調査研究等を実施。

⾃転⾞の普及・開発等の促進
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（一社）自転車協会

製販企業の業界団体

（公財）日本自転車競技連盟

○トラック、ロードレース等の国内競技大会の開催、国際競技大会への派遣
○選手強化、指導普及

（一財）自転車普及協会

普及啓発

（一財）日本車両検査協会

製品安全検査、
品質確認試験

（一財）自転車産業振興
協会

調査研究、
安全・品質の確保等

日本自転車軽自動車商
協同組合連合会

小売販売店の協同組合

（公財）日本サイクリング
協会

サイクリングの普及・振興

②自転車関係団体とその取組（概要）

○安全マーク認証制度
(BAA,SBAA)の普及

○⾃転⾞安全基準の策定・管理

○各種普及啓発イベントの実施
○「⾃転⾞⽂化センター」の運営
○⾃転⾞ADR(紛争調停)の実施

○各種情報の収集整備・提供
○貿易促進(海外展⽰会出展⽀援)
○安全点検の全国普及
○規格の標準化の推進
○品質確保のための試験調査

○安全点検の全国普及、⾃転⾞
安全整備制度(TSマーク制度)
の普及

○各種サイクリング⼤会の開催
○サイクリング指導者の育成

○製品安全検査、品質確認試験の
実施

○⾃転⾞技⼠試験の実施
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③自転車関係団体とその取組（情報発信の一元化）

関係団体が連携して、
共通のホームページを
通じて情報発信の⼀元
化とワンストップ化を
図っています。
アドレス：
http://bicyclenet.jp



宇都宮市
「国際競技大会の開催」

○1992年から毎年､
「ジャパンカップサイクル
ロードレース」を開催。

○海外の強豪選手や
全国からのロードレースファンが多く集まる。

「自転車の駅」（宮サイクルステーション）

○スポーツバイクのレンタル、休憩スペースや
シャワー・ロッカーを提供する拠点を設置。

○⾃転⾞には、街中での効率的な移動⼿段、健康増進、環境に優しい、スポーツ性、娯楽性な
どの多彩な魅⼒があります。

○全国で、⾃転⾞を活⽤したまちづくり､まちなかや観光地でのレンタサイクルなどのサービス
提供､観光資源とタイアップさせた⾃転⾞の活⽤などが、多様に展開されています。

④自転車を活用したまちづくり

ドイツ ミュンスター市 「自転車都市宣言」

○市の中心部で自動車の乗入れ規制を行い、
代わりに自転車道を整備。

○市での移動手段のうち自転車は35％。
○自転車保有台数は人口26万人に対して
56万台。

富山市
「コミュニティサイクル」

○中心市街地で自転車の
共同利用システムを導入。

○まちなかの路面電車
環状線の沿線付近などに、
15ヵ所の専用貸出駐輪場
と150台の専用自転車を設置。

富山市
「コミュニティサイクル」

○中心市街地で自転車の
共同利用システムを導入。

○まちなかの路面電車
環状線の沿線付近などに、
15ヵ所の専用貸出駐輪場
と150台の専用自転車を設置。

瀬戸内しまなみ街道 「観光コンテンツ」

○愛媛県今治市から広島県
尾道市までの全長７０kmの
サイクリングコースを設定。

○海外からツアー客も訪問。

自転車の走行環境の整備

自転車を活用したまちづくり

観光資源としての自転車の活用
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⑤自転車振興策（企業実証特例制度の活用で新事業促進）

○「企業実証特例制度」とは、産業競争⼒強化法に基づく企業単位で規制の特例措置を適⽤する制度。
○電動アシスト付⾃転⾞の国内市場規模は、直近１０年間で２．５倍に増加している成⻑市場。
○企業実証特例制度を活⽤し、安全性の確保等を条件に、現⾏法令による基準より⼤きいアシスト⼒（３倍）
を有する電動アシスト⾃転⾞（リヤカー付に限る）を、物流⽤途に限定して公道⾛⾏を可能とする特例措置
を創設。

電動アシスト⾃転⾞のアシスト⼒の制限
○道路交通法に基づく⾛⾏速度に応じたアシスト
⼒基準（時速10km未満では踏⼒の2倍まで）
を超える場合、電動アシスト⾃転⾞は公道を
⾛⾏できない。

○物流など、低速で強いアシスト⼒が必要な事業
のニーズに、対応できていない⾯あり。

特例措置を適用するための安全性の確保の具体例
○公道外での試験結果等で安全性が確認できた

車両の使用。
○安全運転確保のための交通安全教育の実施。
○安全運転に必要な業務を適切に行うための

体制整備。
○事業の安全実施に支障が生じた場合の報告。等

物流⽤途について現⾏よりも⾼いアシスト⼒を
有する電動アシスト⾃転⾞の使⽤を可能とする

○⼥性、⾼齢者等の雇⽤機会の拡⼤
○CO2排出削減による低炭素社会への貢献
○新たな需要に伴う⾃転⾞産業の活性化及び
競争⼒の強化

物流に⽤いるアシスト⼒の⼤きいリヤカー付電動アシスト⾃転⾞の公道⾛⾏

概 要

現 状

新
事
業
活
動
計
画
の
認
定

企業実証特例制度による対応

▲ 物流⽤電動アシスト⾃転⾞
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